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住宅の省エネルギー化に貢献する高断熱技術
　2007 年 11 月に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第四次評価報告書
によると、温暖化緩和策の重要施策として、住宅やビルなど建築物に関わるエネルギー消
費の削減が注目されている。また、国際エネルギー機関（IEA）は、2008 年 6 月に日本の
エネルギー政策をレビューした報告書 ｢Energy Policies Of IEA Countries - Japan 2008 
Review｣ において、住宅部門でのエネルギー効率に改善の余地が残ると言及している。
　家庭におけるエネルギー消費は、総じて暖房による消費割合が大きい。我が国では、札
幌の暖房消費量が全体の 5 割を超えているほか、那覇を除く各地域でも 2 割程度の消費
があり、冬季の暖房に伴うエネルギー消費を削減する重要性が理解できる。
　暖房に伴うエネルギー消費量（CO2 排出量）を低減させるためには、①「建物保温の省エ
ネルギー化 ｣ と②「暖房機器の高効率化 ｣ の両方をバランス良く向上させることが不可欠
である。我が国はこれまで、トップランナー基準を掲げて住宅における家電機器類の省エ

































































（International Energy Agency, 
IEA）は、2008 年 6 月 に 日 本 の
エネルギー政策をレビューした





































































































































































































































































































性能に関する EU 指令 ｣ が 2003











































































































































いる。2007 年 10 月 1 日には同政
令 EnEV 2007 が施行され、これ







































宅版 ｢ 燃費 ｣ のようなものである。







































































































































3  住宅におけるCO2 削減状況の概要









































め、｢ 複層ガラス ｣ が一般的であ





































































     






























































































　図表 7 の③「供給 1 次エネルギー















*1：2007 年調査値 （1998 年、板硝子協会調べ）
■用語説明■


























































































































































































































ラス」から ｢Low-E 材複層ガラス ｣
へと代替するだけで、東京・大阪
の場合 350、盛岡の場合 800（kg-
CO2/ 年・戸）程度の CO2 削減効果
があると見積もられている 25)。こ
れは年間の暖房用エネルギーで見
























































































































































































































































































































































































































































































































第 4 次評価報告書資料（2007 年 11 月）：http://www.ipcc.ch/ipccreports/ar4-syr.htm
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